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■環境レポート（検討項目及び手法編）に対する岐阜県からの意見
番 号 貢 内 容

1 第2章 共通事項 - 01 P2-12 当該事業の実施にあたり、環境影響評価を行う過程で

項目及び手法の選定等に関する事項に新たな事情が

生じたときは、必要に応じて選定項目及び選定手法等

を見直し、追加調査、予測及び評価を行うなど適切に

対応すること

2 第3章 共通事項 - 01 P13 環境影響検討の項目の設定にあたっては、関連事業の

指針を定めた省令を勘案したとあるが、これら省令の

中で対象としている「土壌に係る環境その他の環境

（地形及び地質：重要な地形及び地質）」のうち、「工

事の実施」段階（工事施工ヤード、工事用道路の設置）

における環境影響検討を実施しない理由を明確にす

ること。

3 第3章 共通事項 - 02 P13 環境影響検討の項目の設定にあたっては、関連事業の

指針を定めた省令を勘案したとあるが、これら省令の

中で対象としている「土壌に係る環境その他の環境

（地盤：地下水の水位低下による地盤沈下））」にう

ち、「土地又は工作物の存在及び供用」段階における

環境影響検討については、実施すべきであるが、環境

影響検討を実施しない理由を明確にすること。

4 第3章 共通事項 - 03 P13 大気環境検討項目に、工事車両（重機を含む）による

排気ガスの影響について検討しない理由を明確にす

ること。

5 第3章 共通事項 - 04 P13 水環境検討項目に、底質調査検討を行わない理由を明

確にすること。

6 第3章 共通事項 - 05 P13 「土壌に係る環境その他の環境」において、「土壌」

を調査検討としない理由を明確にすること。

7 第3章 共通事項 - 06 P13 大気環境検討項目に、導水路供用開始後において、開

口部、立坑部、吐口部等における騒音（低周波）の測

定を追加すること。また、環境への影響を検討するこ

と。

8 第3章 共通事項 - 07 P13 水環境検討項目に、導水管内に堆積する砂、シルト等

が、放流により河川に流入することによる影響を検討

すること。

9 第3章 共通事項 - 08 P13 水環境検討項目に、導水管等の工作物がコンクリート

製の場合、地下水質及び導水路の水質に与える影響に

ついて検討を行うこと。

10 第3章 共通事項 - 09 P13 発生土に重金属等が含まれている場合、周辺の河川や

地下水への影響が考えられるため検討を追加すべき

である。

11 第3章 共通事項 - 10 P13 環境検討項目に、文化財（名勝木曽川、埋蔵文化財包

蔵地等の文化財に類するもの）に与える影響検討を追

加すること、又は追加しない理由を明確にすること。

12 第3章 共通事項 - 11 P13 地下水の水質に関する評価がないため追加すべきで

ある。
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13 第4章 共通事項 - 01 P16～26 長良川においては、流入する支川についても調査の対

象にすべきであるが、本川のみを対象範囲とした理由

を明確にすること。

14 第4章 共通事項 - 02 P16～26 環境レポート（検討項目及び手法編）の構成について

は、「調査の手法」と「調査の実施状況」は明確に分

けて記載し、特に実施状況は別冊とする等わかりやす

くすること。

15 第4章 大気環境 - 01 P16 騒音及び振動の調査内容について、「建設機械の稼働

に係る」ものと「工事用の資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行に係るもの」毎に区別を明確にするこ

と。

16 第4章 大気環境 - 02 P16 騒音の調査内容・手法として「走行速度」の調査を実

施すること。

17 第4章 大気環境 - 03 P16 「保全対象が存在する１０箇所」これは何を指すのか

明記すること。

18 第4章 大気環境 - 04 P16 騒音の調査を年１回とし、その調査時期として、１１

月とした理由を明確にすること。

19 第4章 大気環境 - 05 P16 大気質調査として粉じんのみとしているが、他に二酸

化窒素や浮遊粒子状物資の項目も考えられるが調査

しない理由は何か？

20 第4章 大気環境 - 06 P36 騒音の調査方法で「特定建設作業に伴って発生する騒

音の規制に関する基準（昭和43年厚生省・建設省告示

第１号）」に規定する測定方法を採用しなかった理由

を明確にすること。

21 第4章 水環境 - 01 P17 「SSの出水時調査」における条件（流量等）を明確に

すること。

22 第4章 水環境 - 02 P17 揖斐川、長良川、木曽川の各々の調査地域は、どのよ

うに設定したのか理由を明記すること。

23 第4章 水環境 - 03 P17 富栄養化の調査項目を具体的に明記すること。

24 第4章 水環境 - 04 P17 溶存酸素量に関して、「調査地域」「調査内容・手法」

「調査時期」を明記にすること。

25 第4章 水環境 - 05 P17 水環境に関連した調査項目である、気象及び土質は調

査しない理由を明記にすること。

26 第4章 水環境 - 06 P17 「SS（浮遊物質量）の出水時調査を実施予定」とある

が、調査地点を明確にすること。

27 第4章 水環境 - 07 P17 平成20年８月頃より、徳山ダムの放流口において持続

性の泡が認められるようになっている。このことを踏

まえて水環境検討項目に、糖濃度、クロロフィルａ等

の関連項目、湖底等の付着藻類の状況も追加すべきで

ある。

28 第4章 水環境 - 08 P18 流水混合を調査項目として明記するならば、P13「環

境影響検討の項目」、P14～15「環境影響検討の選定

理由」、P97～109「環境影響検討の予測・評価の手法」

にも同様に明記すること。

29 第4章 水環境 - 09 P18 流水混合の調査地域は、「P28調査地域参照」とある

が不明瞭であり明確にすること。また、併せてどのよ
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うに設定したのか理由を明記すること。

30 第4章 水環境 - 10 P18 流水混合に関して、上流施設の調査内容・手法として

流量観測を行わない理由について明記すること。

31 第4章 水環境 - 11 P18 流水混合の調査内容・手法として「流れの状況は、流

向・流速：ADCPあるいは電磁流向・流速計。」とある

が、各水深における水温・水質等の調査も必要と考え

られるが、行わない理由を明記すること。

32 第4章 水環境 - 12 P19,70 水利用実態の調査は、導水路による地下水への環境影

響を受ける恐れのある地域すべての水源を対象とす

べきであるが、それが水源の地下水位はどの様に把握

し、評価していくのか明記すること。

33 第4章 動物 - 01 P20 動物調査において、陸産貝類を項目としない理由を明

確にすること。

34 第4章 動物 - 02 P20～22 揖斐川、長良川、木曽川の各々の調査地域は、どのよ

うに設定したのか明記すること。

35 第4章 動物 - 03 P20-21 予測対象期間等は、動物の生育の特性を踏まえて重要

な種及び注目すべき生息地に係る環境影響を的確に

把握できる時期とすべきであるが、上流施設、下流施

設において、それぞれ当該時期とした理由を明確にす

ること。また、上流と下流施設において調査時期が異

なる場合は、その理由も明確にすること。

36 第4章 動物 - 04 P21 アユに関する「文献調査」とは具体的に何か。

37 第4章 動物 - 05 P21 アユについて接餌率、肥満度を三川、少なくとも揖斐

川と長良川で比較すべきである。

38 第4章 動物 - 06 P21 アユに関する調査の「付着藻類」、「物理環境」とは

具体的に何を調査するか明記すること。

39 第4章 動物 - 07 P21 アユに関する文献によれば、「木曽三川のうち長良川

の水をもっともよく選好している。(KST報告書)」、

「不漁区間の方が低水温である。(岐淡水研報)」、「横

山ダムは濁水放流により漁業に影響をもたらしてい

る。(全国総点検調査)」という点が明らかになってい

るが、この視点からの調査を実施すること。

40 第4章 動物 - 08 P21 導水路による環境改善効果を説明するために、特に長

良川においては「導水によりアユの生息に適した環境

(一定以上の流速・水深を確保)が増える」という点の

説明を具体的に行っていくために必要な調査をすべ

きである。

41 第4章 動物 - 09 P21 木曽三川（特に長良川）では、アユとともにサツキマ

スについても県民の関心が高い。サツキマスについて

も留意していくべきである。

42 第4章 動物 - 10 P21 「アユ」は、調査地域として下流地域を調査しない理

由を明確にすること。

43 第4章 動物 - 11 P31 P31動物の調査地域において、揖斐川と同様に長良川

及び木曽川も上流施設放水施設の上流部を調査対象

とする必要はないのか
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44 第4章 動物 - 12 P21 国の特別天然記念物「オオサンショウウオ」（両生類）、

「イタセンパラ」、「ネコギギ」（魚類）に与える影

響について検討する必要がある。

45 第4章 植物 - 01 P20-21 予測対象期間等は、植物の生育の特性を踏まえて重要

な種及び群落に係る環境影響を受けるおそれがある

と認められる地域とすべきであるが、上流施設、下流

施設において、それぞれ当該時期とした理由を明確に

すること。また、上流と下流施設において調査時期が

異なる場合は、その理由も明確にすること。

46 第4章 植物 - 02 P23 揖斐川、長良川、木曽川の各々の調査地域は、どのよ

うに設定したか明記すること。

47 第4章 植物 - 03 P23 付着藻類に関する調査の「定量採取」の具体的な箇所

数を示すこと。

48 第4章 植物 - 04 P23 付着藻類に関する調査の「踏査」とは具体的に何を行

うのか、また、現地で何を行うのか明記すること。

49 第4章 植物 - 05 P23 現存量調査として、水温、強熱減量、増殖量（調査地

点の水深、濁度）を実施すべきではないか。

50 第4章 植物 - 06 P31 P31植物の調査地域において、揖斐川と同様に長良川

及び木曽川も上流施設放水施設の上流部を調査対象

とする必要はないのか

51 第4章 生態系 - 01 P20-21 調査期間等は、動植物その他の自然環境の特性及び注

目種等の特性を踏まえて調査地域における注目種等

に係る環境影響を予測し、及び評価するために必要な

情報を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時

間帯とすべきであるが、上流施設、下流施設において、

それぞれ当該時期とした理由を明確にすること。

52 第4章 生態系 - 02 P24 揖斐川、長良川、木曽川の各々の調査地域は、どのよ

うに設定したのか明記すること。

53 第4章 生態系 - 03 P24 「交雑」は、調査地域として下流地域を調査しないの

はなぜか？

54 第4章 生態系 - 04 P24,92 P92に迷入（特定外来生物の拡散）に関する調査結果

として、「揖斐川取水施設上流で特定外来生物は確認

されていません」とある。Ｈ１３からＨ１５年度まで

に河川水辺の国勢調査が実施されているが、調査時期

から考慮すると取水施設上流においては、特定外来生

物の調査をあらためて実施しておく必要はないのか。

55 第4章 生態系 - 05 P31 P31生態系の調査地域において、揖斐川と同様に長良

川及び木曽川も上流施設放水施設の上流部を調査対

象とする必要はないのか。

56 第4章 生態系 - 06 P91 環境影響を適切に予測・評価できる上位性の注目種と

して、哺乳類ではキツネ、イタチなど、鳥類では猛禽

類、ウ類、サギ類など、爬虫類ではヘビ類などが考え

られるが、上位性の注目種を選定しない理由を明確に

すること。

57 第4章 生態系 - 07 P91 「河川環境の類型化」を行うに当たって、類型化の基

本となるものは何か？
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58 第4章 生態系 - 08 P92 迷入（交雑）において選定した13種を明記し、またそ

の選定根拠についても明確にすること。

59 第4章 生態系 - 09 P24 木曽川から、揖斐川や長良川へ魚類等が迷入する事は

検討する必要はないのか。

60 第4章 景観 - 01 P25 写真撮影は現地調査と考え、また季節毎に行うこと。

61 第4章 景観 - 02 P25,94 景観の調査内容・手法として「聴取」を実施すること。

62 第4章 景観 - 03 P26 シジミの調査を、長良川及び揖斐川で行わない理由を

明確にすること。

63 第4章 廃棄物等 - 01 P25 廃棄物等に関して、「調査地域」「調査内容・手法」

「調査時期」を明確にすること。

64 第4章 補足検討 - 01 P26 補足検討項目を調査項目として明記するならば、P13

「環境影響検討の項目」、P14～15「環境影響検討の

選定理由」、P97～109「環境影響検討の予測・評価の

手法」にも同様に明記すること。

65 第5章 共通事項 - 01 P97-109 長良川への水の混入による風評（河川イメージ）への

影響に関する評価も実施すべきではないか。

66 第5章 共通事項 - 02 P97-109 本県としては、連絡導水路を利用した通常時からの水

系総合運用が必須と考えている。この運用方法であっ

ても環境影響検討の結果に変更が生じないように十

分留意されたい。

67 第5章 共通事項 - 03 P97-109 評価の手法においては「環境影響に関し、環境保全設

備の設置等により、出来る限り回避され、又は低減さ

れているか～」という記述があるが、費用対効果とい

う観点からも評価を行っていくべきではないか。

68 第5章 水環境 - 01 P100 土砂による水の濁り（存在及び供用）の「予測の基本

的な手法」では「放水地点の局所的な混合状況

は、・・・。」とあるが、混合状況の予測は、完全混

合するまでの区間すべてについて実施するべきでは

ないか。

69 第5章 水環境 - 02 P101 水温（存在及び供用）の「予測の基本的な手法」の「貯

水池水質予測計算」は「貯水池水温予測計算」の間違

いであると思われるため、訂正すること。

70 第5章 水環境 - 03 P101 水温（存在及び供用）の「予測の基本的な手法」では

「放水地点の局所的な混合状況は、・・・。」とある

が、混合状況の予測は、完全混合するまでの区間すべ

てについて実施するべきではないか。

71 第5章 水環境 - 04 P101 富栄養化（存在及び供用）の「予測の基本的な手法」

では「放水地点の局所的な混合状況は、・・・。」と

あるが、混合状況の予測は、完全混合するまでの区間

すべてについて実施するべきではないか。

72 第5章 水環境 - 05 P101 富栄養化を評価する項目は、一般的に窒素、燐と考え

られるが、CODとBODにした理由は何か？

73 第5章 水環境 - 06 P102 溶存酸素量（存在及び供用）について、混合状況の予

測を実施するべきではないか。

74 第5章 水環境 - 07 P102 水素イオン濃度（存在及び供用）について、混合状況
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の予測を実施するべきではないか。

75 第5章 水環境 - 08 P99 工事中には、多量の湧水（地下水）を排水する必要が

予測されるが、排水を行う河川に対する影響検討は実

施する必要はないのか。

76 第5章 水環境 - 09 P103 岐阜地域等の地下水は、河川の伏流水と密接な関係が

ある。地下水への影響評価とともに、この伏流水につ

いても導水路による影響評価を行うべきである。

77 第5章 生態系 - 01 P107 取水施設上流において、特定外来生物が繁殖した場合

の環境影響検討を実施すべきではないか。

78 第5章 景観 - 01 P108 木曽川放水地点は、飛騨木曽川国定公園内に予定され

ており、自然公園法に準拠した内容で評価を行うこ

と。

79 第6章 参考資料 - 01 P122 P122表題「木曽川水系連絡導水路検討箇所」は、下流

施設の区域も含まれるような誤解が生ずるため配慮

願いたい。

■環境レポート（検討項目及び手法編）に対する有識者からの意見
番 号 頁 内 容

80 第3章 共通事項 - 01 - 調査内容が導水路建設に係わるものを主体として

構成され、導水に伴う長良川そのものへの影響に関

する項目が十分ではない。

81 第3章 共通事項 - 02 - 長良川に導水することにより取水される側として

揖斐川に関する環境調査項目がない。例えば、長良

川に濁度の少ない水を導水した場合、相対的に濁度

の高い水が揖斐川に流入する可能性に関しての検討

が必要と考えられるが、その影響を予測する基本的

な調査が行われていない。

82 第3章 共通事項 - 03 - どの程度の水質（濁度、水温、DO、POC等）をどれ

くらいの頻度（時期、時刻、時間）で、どれくらい

の量（平均的か変化を持たせるか）流すのかという、

最も肝心な条件が、非常に曖昧であり、長良川につ

いての影響を予測しがたい。

どの様な取水施設で、水質についてどのような処

理をするのかによって、影響の程度は大きく異なり、

調査方法や内容も変わってくる。

取水や導水の条件と、環境検討の内容は一体のも

のであり、また、基本的な施設の設計を行ったのち

も、状況に応じて調査方法や内容を適宜追加してい

くべきである。

83 第3章 共通事項 - 04 - 学術的な観点だけではなく、体験による「基準」

も重要視していくべきである。
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84 第4章 動物 - 01 P21 アユについては、現在の調査内容に、「生息密度

（一定面積に生息するアユの尾数：投網による定量

調査から推定）」、「成長率（採捕した個体の体重・

体長を測定：毎月の平均体重・体長から換算）」、

「食味（利きアユ会などで評価）」を追加し、すべ

ての調査項目について放水予定地直下流域と揖斐川

西平ダム直下流域を調査場所とし、比較調査を行う

必要がある。

85 第4章 動物 - 02 P21 魚類相調査は、回数を増やすことにより観測した

魚の種数は増える。多様性への影響評価には，定量

調査（同じ場所・方法で何年か調査）が必要である。

86 第4章 動物 - 03 P21 水質基準だけではなく、プランクトン量などの調

査を実施する必要がある。

87 第4章 動物 - 04 P20-P22 食物連鎖の下位（付着藻類）から上位へ向かって

順に、徐々に何らかの変化が起きることが想定され、

これらの関連性を重視するために、植物の中の付着

藻類、動物の中の底生動物、動物の中の魚類、動物

の中のその他の項目とも、「定量的であること」、

「定性的であること」、「定点で行うこと」に関し

共通した調査内容にすべきである。

88 第4章 動物 - 05 P21 長良川において、魚類に関する調査を行うために

は、放水予定地の数キロ上流（例えば岐関大橋付近）

を含めて墨俣までの間に10地点程度の定点を設け、

各定点とも複数の採集方法（例えば投網を１地点に

つき5回、潜水目視を１地点10分間など）を用いて、

各定点とも同じ方法により年に数回（最低でも季節

ごとに４回、できれば月１回）行う必要がある。ま

た、放水予定地の直下流域では、右岸から左岸まで

の川幅全体をいくつかのブロック分けて、前述の方

法で調査を行う必要がある。

89 第4章 水環境 - 01 P18 ＡＤＣＰ調査（流向、流速調査）は、表層から下

層に向かって行った場合、川底部分の測定に欠測が

生じる。（河床から50cm程度測定できない部分が生

じる）

流入したシルト等は河床に堆積することから河床

部の流速分布が測定できないことは影響の程度を把

握することに大きな障害となる。

90 第4章 水環境 - 02 P18 コンクリート管内で、pHが急激に上昇する事が考

えられる。しかし、自然界においても、光合成によ

りpHが急激に上昇することもあるため、pH上昇の原

因を特定するために、現状の調査に加え、アルカリ

度やRpHなどを実施しておく必要がある。

91 第4章 水環境 - 03 P18 類似する施設（例えば、木曽川上流にある水力発

電用の導水トンネル）において、水温、水質変化の

実態を調査すべきである。
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92 第4章 水環境 - 04 P18 支川を経由して放流することを仮定した場合、長

良川本流と比較して支流の流量が少ないことから放

流による影響の程度は遙かに大きいことを考慮しな

くてはならない。よって、支川の環境条件、生態系

の現状について十分に調査する必要がある。

93 第4章 水環境 - 05 P17 取水地点の西平ダムは貯水池であり、河川で通常

測定されているBODだけではなく、CODについても調

査を行っていくべきである。既存のデータがないの

であれば、少なくとも丸１年はCOD調査を行うべきで

ある。

94 第4章 土壌 - 01 P19 トンネル掘削で汚染土壌（自然由来）に遭遇した

場合、管理型最終処分場への搬出で対応することと

なると思われるが、処理費用のために事業費が大幅

に増額となる可能性も否定出来ないため、事前に十

分な調査が必要である。

95 第5章 共通事項 - 01 - 長良川のイメージダウンが一番心配される。この

ため、導水路事業が、長良川のイメージに与える影

響について、人の感情や印象という観点から影響の

評価をしていくべきである。

96 第5章 共通事項 - 02 - 検討対象が導水路建設に係わるものを主体として

構成され、導水に伴う長良川への水環境への影響に

関する項目が十分ではない。

97 第5章 共通事項 - 03 - 生態系への影響を検討する前提条件としての水環

境（濁度、水温、DO,POC等）の挙動に対する予測手

法が示されていない。

98 第5章 共通事項 - 04 - 長良川に導水することにより取水される揖斐川に

関する環境影響検討が行われていない。例えば、長

良川に濁度の少ない水を導水した場合、相対的に濁

度の高い水が揖斐川に流入する可能性に関しての検

討が必要と考えられるが、その影響を予測する基本

的な調査が行われていない。

99 第5章 共通事項 - 05 - 自然の河川は流量の変化により生物の生息条件を

作り出している。従って、自然の流れにみられる強

弱がない条件で、一定量の流量を長良川への放流す

ることは、河川にとっては有効であるか疑問である。
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100 第5章 共通事項 - 06 - ・アユの産卵場の改善効果につて

現状において、長良川におけるアユの産卵場につ

いては産卵期の流量は不足していない。

アユの産卵時には、降雨に伴う流量の増加が必要

とされるが、導水により最大限可能とされる放流量

（毎秒20m3）では河床材料の攪乱に至らず、その効

果がない。

・アユの産卵を促進する効果について

さらに、本年のような産卵期に水量が少ない年に

ついては、上流からアユが流下してこない。従って、

現在の放流地点での放流によりアユの産卵場への

移動を促進する直接的な効果はない。

また、高水温期で河川水量の少ない期間に放流を

行い、アユの産卵を促進させることを期待した場

合、高水温条件（水温が19℃より高い）ではアユは

生存に障害はないことから産卵は行わず効果はな

い。

・アユのふ化仔魚の流下を促進する効果について

仮定として、アユの産卵期である減水期にアユ仔

魚の流下日数の減少を目的として毎秒20m3の放流

を長良川に行うとした場合、アユの産卵行動は出水

と関連して高まることから、減水期には産卵に参加

するアユそのものが少なく効果は限定的である。

さらに、産卵後孵化までの日数は水温低下により

長くなることから、低水温時である減水期に放流を

行う場合には、長期間（産卵期の終了後1ヶ月以上）

にわたって放流を行わないとその効果が期待でき

ない。

101 第5章 水環境 - 01 P99-102 放流した水と放流先の河川水が、完全に混合する

ことはまずあり得ない。シミュレーションにおいて

は十分に留意すべきである。

102 第5章 水環境 - 02 P101 放流により水温の日変動が無くなることが考えら

れ、(低水温や高水温だけではなく) これによる影響

も考慮しておくべきである。

103 第5章 水環境 - 03 P101 水温が異なる水の混入によりどの様に溶存酸素量

が変化するかは、一次生産速度や呼吸などの生物過

程や、河川の物理・化学的な特性によって異なる。

モデルを作成し最悪の場合を想定しておく必要があ

る。

104 第5章 水環境 - 04 P100-101 他のダム・堰建設の事例で使われた二次元モデル

では、クロロフィルａ、T-N、T-Pの予測値と実測値

が大きくずれる事を確認しており、モデル予測の限

界があることを前提として将来の水質予測結果を解

釈する必要がある。幅を持った予測結果を用いてい

るという点をきちんと市民に説明していく必要があ

る。
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105 第5章 水環境 - 05 P100-101 実際の運用を行ってからでなければ解らない要素

が多い。河川が急激に変化することはないため、経

年変化に関して、どの様な判断をしてくのか議論し

ておく必要がある。

106 第5章 水環境 - 06 P100-101 河川の水質シミュレーションでは、定常モデルで

はなく、より現実的である非定常モデルで実施すべ

きである。また、月平均データによってどの程度ま

で現実に見合った予測が出来るのか疑問である。出

来ないであれば、その旨をきちんと記載しておくべ

きである。用いたモデル名称、適応性及び限界性を

明記すべきである。シミュレーションの水質項目も、

SSや水温のみを行っている。これでは不十分と思わ

れる。

107 第5章 水環境 - 07 P103 ２次元断面モデルでの地下水解析であっても平面

的に水の流動方向を把握しておく必要がある。

108 第5章 水環境 - 08 P103 地下水位の変動を予測する事には限界があるた

め、施工中においても観測を継続して行い、実測値

を追加していく事によってシミュレーションの精度

を高めていく必要があり、それにより得られた結果

によって対策を考えていく事も想定すべきである。

また、地域毎にどの程度まで地下水位が低下すれば

農業・生活等々に影響が出るのか把握し、水位変動

の許容量を決めておく方法もある。

109 第5章 水環境 - 09 P99-102 導水路の水と放流先の河川水の混合に関しては、

移流拡散の観点から検討しておく必要がある。具体

的には、基準点における流量を決め、その条件で対

象区域における瀬と淵の面積が各々どのようになる

かを検討するなどが考えられる。平瀬の部分で水は

良く混合するので、平瀬の流況（想定される水深・

流速等）を把握することが重要である。

110 第5章 水環境 - 10 P99-102 移流拡散の検討はあくまで解析上のシミュレーシ

ョンなので、実際に流してみるまで分からない要素

もある。

その点、浅くて広い水域を経由して、水温が自ずと

放流先の河川になじむ状況にしてから水を合流させ

るなど、遊水池的な水温上昇施設によって対策を行

う手法は有効であると考えられる。

111 第5章 動物 - 01 P105 「絶滅危惧種」や、産業上の重要種（アユなど）を

「重要な種及び注目すべき生息地」としていると思

われるが、この言葉は削除すべきである。今現在、

全く絶滅が危惧されておらず、産業上全く利用され

ていない動物種が、導水路の運用によってこつ然と

姿を消しても問題ないということはありえず、ある

種が絶滅の危機に追いやられれば、ほかの種にそれ

が影響を及ぼし、最終的には生態系全体が変化する。

このため、可能な限り「全ての種」に対しての環境
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影響を予測、評価すべきである。

112 第5章 動物 - 02 P114 「調査地域（上流施設）における重要な魚類出現

種一覧」には重要種としてふさわしくないものが掲

載されている。具体的には、下記の５種を外すべき

である。

ゲンゴロウブナ、ニゴロブナ、ハスは、琵琶湖原

産の種であり、岐阜県にとっては「移入種」、「い

なくてもよい種・いてはいけない種」である。

スゴモロコは、おそらくコウライモロコの誤同定

と考えられ、コウライモロコであればレッドリスト

には載っておらず、通常種である。

スジシマドジョウ中型種、スジシマドジョウ大型

種は、スジシマドジョウ（小型種）東海型の誤同定

の可能性が大きい。小型種東海型自体はレッドリス

トに載っており、リストに掲載する事自体は問題な

い。

113 第5章 生態系 - 01 P107 計画されている長良川への放流口付近は、中流域

で最大のトロ(流れの緩やかな深場)となっている。

このため、放流口下流の河床部には、導水路の沈砂

池の処理状況（硫酸バンド等を使用するか否か等）

にもよるが、シルト分等が堆積し、長期にわたって

蓄積していく事が考えられる。

放流水の水温と長良川の河川水の温度差から、低

温の放流水によるシルト分の堆積は夏期ほど進行す

るが、夏期、高水温時には短期間でも堆積物中で酸

素が消費され、嫌気的な条件となることが推定され

る。

これらの河床部分の堆積物は、アユの産卵期、す

なわち台風、あるいは秋霖前線による出水時に流下

してアユの産卵場の環境を著しく悪化させる可能性

がある。

114 第5章 生態系 - 02 P107 水温の上昇に伴い、水中の光合成や呼吸速度が変

化する。それが水質に影響し、連鎖的に生物の生息

にも影響する。水質、生物とバラバラに考えるので

はなく、一連の事象として環境影響の検討を行って

いく必要がある。

115 第5章 生態系 - 03 P107 導水路からの放流によって、水量が安定するので

あれば、それによる底性動物の種類・個体数の変化

がもたらす河川生態系の変化や、水量の安定による

外来魚の増加についての予測を行っていくべきであ

る。

116 第5章 生態系 - 04 P107 コンクリート管を流れる水は、強アルカリ性とな

り、これにより、藻類の細胞壁が破壊され、ミクロ

キスチン（アオコの毒性）が放出される事が考えら

れるため、その点は留意する必要がある。

117 第5章 生態系 - 05 P107 アユは珪藻類を食べるが、ダム下流は藍藻類が多
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くなり、アユの味などに影響を与える事が考えられ

るため、この点は留意する必要がある。

118 第5章 生態系 - 06 P107 魚類の生息に適している流速と水深を有する空間

は、河川の水量が多いほど増えることにならなくて、

ある最適な範囲が存在する。この点を、連絡導水路

の運用に応じてどの様に変化するのか示し、評価す

る事が必要である。

119 第5章 生態系 - 07 P107 導水する水が、長時間にわたり導水管内に貯留さ

れるのであれば、導水管内部からのアルカリ成分の

溶出、滞留に伴うDOの減少等が生じる可能性がある。

滞留することにより放流される水は変化しており、

コンクリート管内の滞留水そのものが汚染源になる

可能性がある。
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